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要       約  
スルメイカ秋季発生系群の資源量は、漁獲の影響に加えて海洋環境の変化によ

っても大きく変動する。1980年代は不適な海洋環境に加え、高い漁獲割合によって資源

が減少し、推定資源量が50万トン前後の低水準で推移した。1990年代以降は好適な環境へ

変化するとともに漁獲割合の低下によって資源が増大し、100万トン以上の高い資源水準

となった。近年は資源が減少傾向にあるが、資源動向の変化を示す産卵場形成位置

等の生態的な変化はまだ観測されていない。したがって、2007年も1990年代以降の

加入量が期待され、適切な漁獲管理によって高い資源水準を維持することが可能と考える。

よって、好適な環境下におけるMSY水準（資源量が105.4万トン）の維持を管理目

標とした。  
Flimitは1990年以降の再生産関係式より推定したFmsyを用いた。Fmsyは0.737

と推定され、2007年の予測資源量が133万トンであることから、2007年のABCli
mitは54万2千トン（漁獲割合は40.7%）と算定した。Ftargetは加入量の不確実性

を考慮してFtarget＝0.7Fmsyを用い、同様に2007年の予測資源量からABCtarge
tを41万5千トン（漁獲割合は31.1%）と算定した。  

なお、資源量の推定結果および2007年の予測資源量には不確実性が伴うため、

資源管理にはABCtarget値を基準値として用いることが望ましい。   

 



 
    評価    

 漁獲シナリオ 
（管理基準）  管理の考え方  

2007 年

漁獲量 
（千トン）

Ｆ値 漁獲割

合 (%)
A 

(%)
B 

(%) 
C 

(千トン) 

ABClimit 
Fmsy 

資源量の MSY 水

準の達成と維持 
542 

(243) 0.737 40.7% 48.6 3.8 431 
（193）

ABCtarget 
0.7Fmsy 

資源量の MSY 水

準の達成と維持に

予防的措置をとる

415 
(186) 0.516 31.1% 66.1 1.9 376 

（168）

現状の資源水

準の維持

（Fsus） 

現状（近年３年間）

の資源水準の維持

496 
(222) 0.653 37.2% 55.5 2.6 416 

（186）

現状の漁獲圧

維持 
（Fcurrent） 

現状（近年３年間）

の漁獲係数で管理

する 

291 
(130) 0.336 21.8% 77.1 1.1 288 

（129）

※ ( ）内は秋季発生系群の我が国EEZ内の漁獲量。秋季発生系群全体の漁獲量

に対する我が国EEZ内の漁獲比率の近年５年平均値（0.448）より算定した

値。  
※ 評価欄：加入量変動を考慮したシミュレーション（補足資料１－４）におい

て、A:10年後（2016年）の資源量がBlimitを上回る確率、B:10年後（2016
年）の資源量が低水準期であった1980年代の平均資源量（56.3万トン）を下

回る確率、C:2007年～2016年の平均漁獲量。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
水準：高位  動向：減少 

年 資源量（千トン） 漁獲量（千トン） F値 漁獲割合

2004 932 221 0.386 23.7%

2005 1254 224 0.275 17.8%

2006 1220

指 標 値 設定理由

Bban 未設定

Blimit 資源量 1054千トン

2006年 資源量 1220千トン

資源量がこの値(Bmsy)以下になると最
大持続生産量が維持できない

 





秋季発生系群は主に日本海に分布し、夏から秋に漁獲対象となる。冬季発生系

群は主に太平洋に分布して秋以降を中心に漁獲対象となる。冬季発生系群は資源

水準が高くなると回遊範囲が拡大し、晩秋以降、津軽海峡や宗谷海峡を通って日

本海に移入し、産卵海域へ移動することが知られている（Nakata 1993；中村・

森  1998；森・中村2001）。  
 
（２）年齢・成長 

スルメイカは単年生であり、１年で成長・成熟し、産卵後に死亡する。なお、スルメイ

カの成長は発生時期や分布域及び雌雄によって異なるが（浜部・清水 1966；新谷 1967；
木所・檜山 1996）、秋季発生系群の平均的な成長は図 2 のとおりである。 
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図2 スルメイカの成長  

（３）成熟・産卵 

スルメイカの雄は孵化後7～8ヶ月から生殖腺が発達し始め、約9ヶ月で成熟する

と共に雌と交接し始める。雌は雄よりも成熟が遅く、孵化後10ヶ月以降、産卵の

直前になって急速に生殖器官を発達させ、産卵する。しかし、産卵回数が１回の

みであるか、複数回行われるかは確証が得られていない。  
産卵海域は図1に示すとおりで、秋季発生系群は主に10～12月に北陸沿岸域から

対馬海峡付近及び東シナ海で産卵し、冬季発生系群は主に1～3月に九州西岸から

東シナ海で産卵する。  
 
（４）被捕食関係 

日本海においてスルメイカは、対馬暖流域ではキュウリエソをはじめとする小

型魚類を捕食するが、沖合の亜寒帯冷水域では動物プランクトンが主要な餌料と

なる（沖山  1965）。スルメイカは大型魚類や海産ほ乳類によって捕食されるが、

日本海における被食状況は明らかでない。また、孵化後100日前後の若齢個体は共

食いによる被食も多い（木所・氏  1999）。  
 
３．漁業の状況  
（１）漁業の概要 

漁場はスルメイカの回遊と共に移動する（図1）。日本海の沿岸域では主に小型

いか釣り漁船、沖合域では中型いか釣り漁船の漁獲対象となる。小型いか釣り漁
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図9 スルメイカの推定産卵親魚量。  
 
（５）資源水準・動向 

資源量および産卵親魚量の変化から、2006年のスルメイカ秋季発生系群の資源

は「高位水準・減少」と判断した。  
 
５．資源管理の方策  
（１）再生産関係 

スルメイカの資源動向は海洋環境によって変化すると考えられている（補足資

料３）。そこで、再生産関係の推定には好適な環境と判断される1990年代以降の

資源個体数と産卵親魚数を用いた（図10）。再生産関係はBeverton・Holt型の再

生産モデルを用い、偏差平方和（対数値）が最小になる値として、パラメータをa
=7.76、b=0.105と推定した。この再生産関係を用いるとＦmsyは0.737、ＭＳＹは4
2.8万トン、この時の資源個体数37.6億個体、資源量（Ｂmsy）105.4万トンと計算された

（補足資料４）。 
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図10 再生産曲線 1990年以降の資源量と産卵親魚量の関係（●）をもとに推定。

ただし、1998年の値（×）は除いた。○は1980～1989年の関係を示す。  

 





表2 各漁獲係数で漁獲した場合の資源量および漁獲量の推移  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

漁獲量 （千トン）
F 基準値 2006 2007 2008 2009 2010 2011

0.168 0.5Fcurrent(3-yr) 261 156 169 173 175 175
0.336 Fcurrent(3-yr) 261 291 299 302 303 303
0.516 0.7Fmsy 261 415 400 394 392 391
0.590 0.8Fmsy 261 460 431 419 415 413
0.604 1.8Fcurrent(3-yr) 261 468 436 424 418 416
0.653 Fsus 261 496 453 436 429 426
0.737 Fmsy 261 542 478 451 439 434
0.885 1.2Fmsy 261 614 507 461 438 426

資源量 （千トン）
F値 基準値 2006 2007 2008 2009 2010 2011

0.168 0.5Fcurrent(3-yr) 1220 1333 1446 1481 1491 1494
0.336 Fcurrent(3-yr) 1220 1333 1371 1383 1388 1389
0.516 0.7Fmsy 1220 1333 1285 1267 1260 1257
0.590 0.8Fmsy 1220 1333 1248 1216 1202 1197
0.604 1.8Fcurrent(3-yr) 1220 1333 1241 1206 1191 1185
0.653 Fsus 1220 1333 1217 1171 1151 1143
0.737 Fmsy 1220 1333 1174 1110 1080 1067
0.885 1.2Fmsy 1220 1333 1099 999 950 924

（４）漁獲制御方法の提案 

スルメイカの資源量を、MSYを達成する水準（Bmsy）以上に維持することを管理目標

とした。そこで、管理目標を達成するための基準値として、Flimitには推定した再生産関

係式から算定されるFmsy＝0.737を用いた。また、再生産の不確実性および近年資源が減

少傾向にあることから、加入量の不確実性の安全率を標準値（=0.8）よりも厳しく設定し、

Ftarget＝0.7Fmsyとした。なお、資源量が管理目標であるBmsy（＝105.4万トン）を下

回る水準では、最大持続生産量が維持できないことから、Bmsyの水準（＝105.4
万トン）をBlimitとし、資源量がこの値を下回った場合は漁獲係数をFmsyより引

き下げ、資源を回復させる措置をとる必要がある。  
 

（５）不確実性を考慮した検討 

再生産関係の不確実性による影響を、シミュレーション（補足資料５）をもと

に検討した。2007年～2016年におけるFmsy（＝0.737）および0.7Fmsyで漁獲し

た場合の資源量、漁獲量、産卵親魚量の推移は図13の通りであった。  
各漁獲係数で漁獲した場合の2007～2016年の平均資源量と平均漁獲量および2

016年の資源水準の確率を図14に示した。平均漁獲量は漁獲係数が0.8付近で最大

となり、Fmsy（＝0.737）で43.1万トン、0.7Ｆmsy（＝0.516）で37.6万トン（B
msyで漁獲した場合の87%）であった（図14左）。平均資源量は漁獲係数の増加

と共に減少し、Fmsy（＝0.737）で111.3万トン、0.7Ｆmsyで124.3万トン（同11
2%）であった（図14左）。  

2016年の資源量がBmsy（105.4万トン）を超える確率は、Fmsyで漁獲した場合

は48.6％であったが、0.7Fmsyで漁獲した場合は66.1％に上昇した。2016年の資

源量が低水準期にあたる1980年代の平均値（56.3万トン）を下回る確率は、Blim
itを設定しない場合、漁獲係数が0.7を超えると急速に高くなったが、漁獲係数が0.
8以下では変化が少なく、Fmsyでは3.8%、0.7Fmsyでは1.9%であった（図14右）。  

 





６．2007年ABCの設定 

（１）資源評価のまとめ 

スルメイカの資源変動特性として、中長期的な海洋環境の変化によって再生産状況およ

び資源水準が変化する。1980年代は不適な海洋環境に加え、高い漁獲割合によって資源が

減少し、推定資源量が50万トン前後の低水準で推移した。1990年代以降は好適な環境への

変化および漁獲割合の低下によって資源が増大し、100万トン以上の高い資源量水準を維

持している。近年は資源が減少傾向にあるが、資源動向の変化を示唆する産卵場形

成位置等の生態的な変化はまだ観測されていない。したがって、2007年も1990年代

以降の好適な環境における加入量水準が期待され、適切な漁獲管理によって高い資源水準

を維持することが可能と考えられる。 
1990年以降の再生産関係では、Fmsy＝0.737と推定された。この漁獲係数で漁獲するこ

とによって資源量をMSY水準（Bmsy）に維持することが期待されることから、Flimit＝F
msyとした。しかし、再生産の不確実性を考慮したシミュレーション結果では、Fmsyで漁

獲した場合、10年後の資源量が管理目標を上回る確率は半分程度（52.4%）であり、管理

目標を高い確率で達成するためには漁獲係数をFmsyよりも低く設定する必要がある。シ

ミュレーションの結果ではFtargetに設定した0.7Fmsyで漁獲した場合、10年後に管理目

標を上回る確率は66％に増加し、この間の平均漁獲量もFmsyで漁獲した場合の87％が確

保できる。 
なお、2005年12月から2006年１月の寒波によって冬季のスルメイカの産卵回遊経路が

沿岸寄りに変化したことが定置網の漁獲量からは推察されるなど、スルメイカ資源が変動

期に入ったことを示す情報も得られはじめている。したがって、今後の産卵場や分布・回

遊経路の調査結果を基に資源動向を的確に判断していくことも重要である。 
 
（２）ABCと参考値の算定、管理の考え方と許容漁獲量 

2006年の資源個体数は43.6億個体（122.0万トン）であり、2006年の推定漁獲係

数 (=0.328）で漁獲すると、2006年の産卵親魚数は17.2億個体（48.3万トン）と推定

される。2006年の産卵親魚個体数と再生産関係式から2007年の資源量は47.6億個

体（133.3万トン）と予測される。  
2006年の資源量（122.0万トン）はBlimit値（105.4万トン）を上回っているこ

とから、2007年のＡＢＣlimitは、2007年の予測資源個体数（17.2億個体）とFlimit（F
msy=0.737）から54.2万トン（我が国EEZ内は24.3万トン :秋季発生系群の漁獲量に

対する我が国EEZ内の漁獲比率の近年５年平均（0.448）より計算）、2007年のＡ

ＢＣ targetは、Ftarget（0.7Fmsy＝0.516）から41.5万トン（我が国EEZ内は18.
6万トン）と算定した。  

参考値として、現状の資源量 (近年３年間の平均値 )を維持する漁獲係数（Fsus
=0.653）および現状の漁獲係数（近年３年の平均値：Fcurent＝0.336）で漁獲し

た場合の2007年の漁獲量、および再生産関係の不確実性を考慮したシミュレーシ

ョン結果も合わせて表に示した。  
 
 

 



    評価    
 漁獲シナリオ 
（管理基準）  管理の考え方  

2007 年

漁獲量 
（千トン）

Ｆ値 漁獲割

合 (%)
A 

(%)
B 

(%) 
C 

(千トン) 

ABClimit 
Fmsy 

資源量の MSY 水

準の達成と維持 
542 

(243) 0.737 40.7% 48.6 3.8 431 
（193）

ABCtarget 
0.7Fmsy 

資源量の MSY 水

準の達成と維持に

予防的措置をとる

415 
(186) 0.516 31.1% 66.1 1.9 376 

（168）

現状の資源水

準の維持

（Fsus） 

現状（近年３年間）

の資源水準の維持

496 
(222) 0.653 37.2% 55.5 2.6 416 

（186）

現状の漁獲圧

維持 
（Fcurrent） 

現状（近年３年間）

の漁獲係数で管理

する 

291 
(130) 0.336 21.8% 77.1 1.1 288 

（129）

 
※ ( ）内は秋季発生系群の我が国EEZ内の漁獲量。秋季発生系群全体の漁獲量

に対する我が国EEZ内の漁獲比率の近年５年平均値（0.448）より算定した

値。  
※ 評価欄：加入量変動を考慮したシミュレーション（補足資料１－４）におい

て、A:10年後（2016年）の資源量がBlimitを上回る確率、B:10年後（2016
年）の資源量が低水準期であった1980年代の平均資源量を下回る確率、C:2
007年～2016年の平均漁獲量。  

 
なお、仮定値である自然死亡係数（M）の不確実性および全減少係数の推定誤

差が与える資源評価値への影響を補足資料６に示した。 
想定される自然死亡係数（0.15～0.9）および全減少係数の70%信頼区間（0.937～1.22）

の範囲で算定される資源量は、自然死亡係数と全減少係数から推定される比例定数（資源

量指数に比例定数をかけて資源量を推定）の変化と共に大きく変化する。また、2007年の

ＡＢＣlimitは、比例定数が大きく、過去の推定資源量が大きい（過去の漁獲率が低い）と

高い値が算定され、過去の推定資源量が低い（過去の漁獲率が高い）と2007年のABClimi
tは低い値が算定される。ただし、過去の推定資源量には下限値（漁獲量＜資源量）がある

ため、算定される2007年のABClimit値は約44万トンが下限値となる。 
ここで、算定した2007年のABCが自然死亡係数の不確実性および全減少係数の推定誤

差によって過大に推定されていた場合、過剰漁獲となって資源を減少させる危険性がある。

しかし、仮定した自然死亡係数の不確実性および全減少係数の推定誤差から想定される20
07年のABClimitの下限値は約44万トンであり、2007年のABCtarget（＝41.5万トン）よ

りも高い値である。したがって、仮定値である自然死亡係数（M）の不確実性および

全減少係数の推定誤差が与える2007年のABClimit値の過大推定による影響は小さ

く、ABCtarget値を用いることによって対応可能であると判断する。 

 



 
（３）ABCの再評価（千トン）  
 

評価対象年 管理基準 資源量 ＡＢＣlimit ABCtarget 漁獲量
 
 2

 2

 2005年（再々評価

 2
 2

005年（当初） Fmsy(0.748) 1043 428 364 274

005年（再評価） Fmsy(0.780) 1156 491 417 224

） Fmsy(0.737) 1254 510 390 224

006年（当初） Fmsy(0.780) 1251 529 450

006年（再評価） Fmsy(0.737) 1220 496 379

2005(当初)漁獲量は2005年資源評価時の予測値

MSY水準の維持

MSY水準の維持

管理目標

MSY水準の維持

MSY水準の維持

MSY水準の維持

 
 

７．ABC以外の管理方策への提言 

海洋環境や幼生の分布状況のモニタリング調査（補足資料1）を継続して実施し

て中長期的な資源動向を把握すると共に、資源動向が変化する兆候（水温、産卵

場の変化）が観察された場合は対応策を検討する必要がある。  
スルメイカは単年生の生物資源であり、毎年漁獲対象資源が更新する。そのた

め、次年の資源量予測が困難な特性を有する。ここで、再生産関係から予測した

ＡＢＣの算定根拠となる資源量に対し、実際に加入した資源量が少なかった場合、

設定したABCは過大値となり、過剰漁獲となる可能性がある（補足資料７）。し

たがって、各発育段階における調査結果（幼生の分布調査、新規加入量調査（補

足資料1））を用いて、予測した資源量と実際の資源状況を逐次把握すると共に、

予想値と異なっていた場合は速やかに対応を検討することも重要である。  
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補足資料１  
調査船調査の一覧と解説  
 
１）漁場一斉調査および資源量指数  
漁場一斉調査（釣獲試験調査）  

スルメイカ秋季発生系群の主分布域である日本海では、6月から7月にかけて、

日本海側各試験研究機関共同で釣獲試験による分布調査（漁場一斉調査）を実施

している。この調査はロシアEEZ内を含む（2000年および2002～2006年 (2005年
を除く )は我が国EEZ内のみ）日本海の大部分を対象に60～70の調査点で行い、魚

群の分布状況や魚体の大きさを把握している（図1-1）。この調査の全調査点のC
PUE（釣機１台１時間あたりの採集個体数）の平均値は、その年の漁況（漁獲量）

をよく示していることから（図1-2）、スルメイカの漁況予報等で資源量を推定す

る指標値（資源量指数）として用いられてきた。  
漁場一斉調査は、1994年以前は6月、7月、9月の3回実施されてきたが、1995年

以降は7月のみの実施となっている。したがって、資源評価に用いる資源量指数は、

1995年を境に下記のように求めた。  
（ａ）1995年以降は実施した全調査点の平均CPUE（釣機１台１時間あたりの採

集個体数）を資源量指数として計算。  
（ｂ）1994年以前は、実施された調査点が海域的に重複している部分が多いこと

から、6～7月の調査海域を緯経度１度範囲の小海区に区分し、各小海区内

で実施された調査の平均CPUEを小海区のCPUEとして求め、全小海区の平

均CPUEを資源量指数として計算。  
 
２）稚仔分布調査  

スルメイカ幼生の分布状況把握を目的として、10～11月にスルメイカ秋季発生

系群の主産卵場である山陰から九州北西部沿岸域で口径45cm（鉛直曳）及び80c
m（傾斜曳）のプランクトンネットを用いて実施している（図1-3）。幼生の分布

密度は翌年の加入量よりもその年の産卵親魚量との相関が高いことが知られ（笠

原・永澤1988）、特に口径45cmのプランクトンネットによる結果は、資源水準が

高い年代には親魚の資源水準を把握するのに有効であることが報告されている

（後藤1999）。  
これまでの調査結果からスルメイカ幼生の分布海域（産卵場を示している）は

スルメイカの資源水準と連動して変化することが明らかになっている（Goto 200
2）。資源水準が低かった1980年代は、主に北陸沿岸域がスルメイカ幼生の主分

布域であったが、資源が増加した1990年代には対馬海峡から東シナ海まで幼生の

分布域が拡大した（図1-4）。このような幼生の分布海域の変化（産卵海域の変化

を示す）は海洋環境の変化が関連していると考えられ、スルメイカの幼生の分布

域から海洋環境および資源動向の変化を判断することが可能と考えられる。  
 

 

 









補足資料２  
資源量の推定方法 

 
スルメイカ秋季発生系群の資源個体数（Nt）は、漁場一斉調査結果（補足資料1）

より得られる資源量指数（Ut）をもとに以下の方法で求めた。なお、生物情報（成

長、自然死亡係数）は次の通りとした。 
成長：スルメイカは孵化後6ヶ月以降に加入し、寿命とされる１年（孵化後12

ヶ月）までの6ヶ月間漁獲対象になるとした。したがって、資源評価にあたっては、

漁獲物の体重を漁獲対象となる期間の中間にあたる孵化後９ヶ月の体重（280ｇ）

を用い、加入時、産卵時の体重も280gとして計算した。  
自然死亡係数：これまでバイオマス解析（安達1988）、標識放流調査（町中ら

1980）による推定が試みられているが、妥当な値は得られていない。そこで、月

当たりの自然死亡係数0.1（加入後6ヶ月で0.6）を仮定値として用いた。  
スルメイカ秋季発生系群の資源個体数（Nt）は、漁場一斉調査結果（補足資料

１－１）より得られる資源量指数（Ut）から以下のように計算した。  
 
                                    （2-1） qN tt U⋅=

 
ここでNt はｔ年の資源個体数（億個体）、Utはｔ年の資源量指数、資源量指数

に比例定数（q）をかけることで、資源個体数（Nt）が計算される。さらに、１個

体あたりの体重（280g）をかけると、資源量（Bt）となる。  
 

１．比例定数の推定は、下記の手順で行った。  
１） 1979年～2000年の調査船調査結果（6月１日～11月30日）を用いて、調査

船のCPUEの減少係数から1979年～2000年の平均的な全減少係数（Z*）を

推定した。ただし、年による資源水準の違いを取り除くため、減少係数の

推定には式（2-2）の様に各年月日調査船のCPUEの値（ui,t）を各年のCP
UEの平均値（uavg t）で割った値（ustd i）を用いた。  

 

avgt

ti
stdi u

u
u ,= （2-2）  

 
２） 推定した1979年～2000年の平均的な全減少係数（Z*）から自然死亡係数

（M）を差し引き、平均的な漁獲係数（F*）を求めた。  
３） 1979年～2000年の資源量指数Utと漁獲量Ctから、1979年～2000年の漁獲

係数（Ft）の平均値が、上記で推定した平均的な漁獲係数（F*）となるよ

うに比例定数qを求めた（式2-3，2-4）。  
 

n
F

F t∑=*
 

（2-3）  
（ｔ＝1979～2000）  

 







補足資料４  
再生産関係と ABC の推定方法 

 
再生産関係は、推定した資源個体数と産卵親魚数から求めた。  
産卵親魚数（St）は資源個体数と式（2-4）で推定した漁獲係数から下記の様に

求めた。  
 
                                     （4-1） 

tt FM
tt eNS −−⋅=

ここでFtは漁獲係数、Mtは自然死亡係数であり、自然死亡係数Mt は資源量に関

係なく0.6として計算した。  
再生産関係式は、中長期的な海洋環境と加入動向の関係をもとに、近年の良好な加入状

況が続く1990年以降の産卵親魚と資源個体数の関係を基に推定した（ただし関係式を推定

する際、環境の一時的な悪化によって資源が大きく減少したと考えられる1998年の値は除

いた）。再生産関係はBeverton－Holt型をモデルに誤差が対数正規分布に従うとして、誤

差(ε)の2乗和が最小になるように係数a、bを求めた。 
 
                                                                       （4-2）
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その結果、a=7.76、b=0.105と推定された。 

また、再生産関係式(4-2)は、(4-1)式よりＳt－1をＮt－1で示すと下式となる。 

 
                                   （4-3） 
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なお、定常状態（Ｎt＝Ｎt－1）の資源個体数は 

 
（4-4） 
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で示され、その時の漁獲量（Y）は下記の様になる。ここで、ｗは280gとした。  
 
                                      （4-5） 

w
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Ｆmsyは、（4-5）式において、漁獲量（Y）が最大となる漁獲量(MSY)のF（＝Fmsy）

として求めた。その結果、Fmsyは0.737と推定され、MSYは42.8万トン、この時の資源個

体数37.6億個体、資源量（Bmsy）は105.4万トン（37.6億個体）と計算された(図3-3)。 
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図3-3 推定した再生産関係式から計算した持続生産量（SY）曲線 
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なお、t年のABCは（4-5）式における前年の資源量（Nt-1）及び予測される漁獲係数（F

t-1）と管理基準値（=Ｆmsy）から下記の様に算定される。 
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                                      （4-6） 
 
2006年の各推定値および仮定値は、a=7.76、b=0.105、N2006＝43.59億個体、Fm

sy=0.737、M=0.6、F2006＝0.328、w=2.8であり、式4-6より2007年のABClimit
を54万2千トンと算定した。  
 

 



補足資料５  
加入量の不確実性を考慮したシミュレーション  

 
資源個体数は、(5-1)式のBeverton－Holt型の再生産関係式に従うとした。なお、誤

差項（ε）はパラメータの推定の際に得られた残差から平均0、標準偏差0.238の正

規分布で発生させた。なお、1998年に見られたような突発的な変化として加入量

が15年に１回の割合で半分になるように設定した（6.7％の確率で0.5をランダム

に発生させて与えた）。  
                              （5-1）  εSa
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ここで、2006年の推定値はa=7.76、ｂ＝0.105 
 

産卵親魚個体数（St）および漁獲量（Yt）は資源個体数と漁獲係数（Ft）および

自然死亡係数（Mt=0.6で一定）から（5-2）式および（5-3）式で求めた。  
 

（5-2）  tt FM
tt eNS −−⋅=
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ただし、2006年の産卵親魚数（＝S2006）は2006年の資源個体数（N2006=43.59億
個体）と、2006年の予測漁獲係数（F2006=0.328）から計算した17.24億個体を用

いた。よって2007年の漁獲量は2007年のABCとして算出される。ｗは280gとした。 
 
また、スルメイカの漁獲制御方法として、資源量がBlimit（＝Bmsy）を下回っ

た場合、基準となる漁獲係数（F）に削減係数βを掛けた漁獲係数（Ft＝βF）を用

いた。βは資源量（Bt＝Nt・w）と共に下記のように直線的に減少するとした。  
 

（5-4）  
                                   

imitB
Bt

l
=β

シミュレーションは2007年から2016年までの10年間の変化を1000回反復して

計算した。

 



 補足資料６  
推定値および仮定値の感度分析  

全減少係数（Z）の推定誤差、および自然死亡係数（M）の不確実性による各算

定値の変化を下表および図6-1に示す。  
 
 推定した全減少係数における仮定値（自然死亡係数）の各算定結果への影響

Z= 1.080 1.080 1.080 1.080 1.080 1.080
M= 0.900 0.750 0.600 0.450 0.300 0.150
F= 0.180 0.330 0.480 0.630 0.780 0.930

＜資源量＞
定量化係数 7.31 4.00 2.76 2.11 1.71 1.43
平均資源量（万トン） 256.0 140.1 96.6 73.8 59.8 50.3
2006年資源量（万トン） 332.3 181.9 125.4 95.8 77.6 65.2
平均漁獲率 0.098 0.179 0.259 0.340 0.419 0.499
＜再生産関係＞
a＝ 6.36 7.00 7.76 8.71 9.99 11.89
ｂ＝ 0.027 0.060 0.105 0.167 0.255 0.389
ＭＳＹ（万トン） 65.1 48.6 42.8 40.2 38.8 38.1
Ｂmsy（万トン） 248.7 145.9 105.4 83.1 68.7 58.6
K値 475.9 243.1 158.4 115.3 89.5 72.4

＜ABC＞
管理基準値 0.483 0.609 0.737 0.871 1.013 1.172
ABClimit（万トン） 91.4 64.0 54.2 49.4 46.7 45.1
漁獲率 0.262 0.333 0.407 0.483 0.564 0.650
ABCtarget（万トン） 67.7 48.2 41.5 38.4 37.0 36.5
漁獲率 0.194 0.250 0.311 0.376 0.447 0.525

推定した全減少係数（下方70%信頼値）における仮定値（自然死亡係数）の各算定結果への影響

Z= 0.937 0.937 0.937 0.937 0.937
M= 0.750 0.600 0.450 0.300 0.150
F= 0.187 0.337 0.487 0.637 0.787

＜資源量＞
定量化係数 6.53 3.64 2.53 1.94 1.57
平均資源量（万トン） 228.8 127.6 88.6 68.0 55.1
2006年資源量（万トン） 297.0 165.6 115.0 88.2 71.6
平均漁獲率 0.110 0.197 0.283 0.369 0.455
＜再生産関係＞
a＝ 5.54 6.10 6.77 7.60 8.73
ｂ＝ 0.026 0.057 0.100 0.159 0.243
ＭＳＹ（万トン） 62.6 47.4 42.0 39.5 38.2
Ｂmsy（万トン） 223.7 133.5 97.1 76.8 63.7
K値 397.8 208.8 138.1 101.6 79.6

＜ABC＞
管理基準値 0.488 0.613 0.741 0.874 1.015
ABClimit（万トン） 87.4 62.2 52.9 48.4 45.8
漁獲率 0.280 0.355 0.433 0.514 0.599
ABCtarget（万トン） 64.9 46.9 40.6 37.7 36.4
漁獲率 0.208 0.268 0.332 0.401 0.476

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 





補足資料７  
加入量の不確実性を考慮したシミュレーション（参考結果）  

 
補足資料５の再生産の不確実性を考慮したシミュレーションに加え、ABC算定に用いた

予測資源量と実際の資源量との誤差による影響も含めた影響を検討した。 
資源量は補足資料４と同様に発生させたが、補足資料4と異なり、産卵親魚個体数は資

源個体数とABC（＝漁獲個体数）を用いて（7-1）式で求めた。  
 

)5.0()( M
t

M
tt eABCeNS −− ⋅−⋅= （7-1）  

 
ここで、M=0.6。なお、計算中に産卵親魚数が負の値となった場合は、St=0とし

た。  
ABC（＝漁獲個体数）は前年の資源個体数とABCから下記で求めた。  
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ただし、2006年の産卵親魚数（＝S2006）は2006年の資源個体数（N2006=43.59億
個体）と、2006年の予測漁獲係数（F2006=0.328）から計算した17.24億個体を用

い、2007年のABCは2006年の産卵親魚数から計算した値を用いた。  
 
なお、補足資料５と同様にスルメイカの漁獲制御方法として、前年の資源量がB

limit（＝Bmsy）を下回った場合、基準となる漁獲係数（F）に削減係数βを掛け

た漁獲係数（Ft＝βF）を用いてABCを計算した。  
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図7-1 資源量、漁獲量および産卵親魚量の変化。左図：Fmsyで漁獲した場合、

右図：0.7Ｆmsyで漁獲した場合の変化  

 



表7-1 
    評価    

 漁獲シナリオ 
（管理基準）  管理の考え方  

2007 年

漁獲量 
（千トン）

Ｆ値 漁獲割

合 (%)
A 

(%)
B 

(%) 
C 

(千トン) 

ABClimit 
Fmsy 

資源量の MSY 水

準の達成と維持 
542 

(243) 0.737 40.7% 26.9 39.6 327 
（147）

ABCtarget 
0.7Fmsy 

資源量の MSY 水

準の達成と維持に

予防的措置をとる

415 
(186) 0.516 31.1% 48.7 20.4 325 

（145）
現状の資源水

準の維持

（Fsus） 

現状（近年３年間）

の資源水準の維持

496 
(222) 0.653 37.2% 34.6 32.5 332 

（149）
現状の漁獲圧

維持 
（Fcurrent） 

現状（近年３年間）

の漁獲係数で管理

する． 

291 
(130) 0.336 21.8% 55.7 13.4 314 

（141）
                
※ ( ）内は秋季発生系群の我が国EEZ内の漁獲量。秋季発生系群全体の漁獲量

に対する我が国EEZ内の漁獲比率の近年５年平均値（0.448）より算定した

値。  
※ 評価欄：加入量変動を考慮したシミュレーション（補足資料7）において、A:

10年後（2016年）の資源量がBlimitを上回る確率、B:10年後（2016年）の

資源量が低水準期であった1980年代の平均資源量を下回る確率、C:2007年
～2016年の平均漁獲量。  

 
Fmsyで漁獲した場合、資源管理が失敗し、資源量が0となる場合が補足資料５

で行ったシミュレーションと比較して多く、資源量、漁獲量、産卵親魚量とも減

少傾向となった（図7-1）。資源量がBmsyを上回る確率（評価A）も大きく減少し、

低水準となる確率（評価B）は大きく上昇した（表7-1）。このシミュレーション

結果は、全ての資源を取り尽くすことも可能としているなど、かなり非現実的な

条件を含んだ結果ではあるが、資源量の予測誤差が与える影響がスルメイカの資

源管理において大きな影響を与える可能性があることを示している。  
 
 
                                   

 




